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令和２年度決算に基づく健全化判断比率及び 

資金不足比率の審査意見について 

 

 
 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条

第１項の規定により審査に付された令和２年度決算に基づく健全化判断

比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類

について審査した結果、別紙のとおりその意見を提出します。 
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１  文中の金額は原則として万円単位で表示し、表示単位未満は切り捨てた。  
 

２  表中の金額は原則として千円単位で表示し、表示単位未満は四捨五入し

た。したがって、合計と内訳の計、差引が一致しない場合がある。  
 

３  各比率の計数は表示単位未満を四捨五入した。したがって合計と内訳の

計、差引が一致しない場合がある。  

なお、健全化判断比率及び資金不足比率については国の算定基準に基づき

表示単位未満を切り捨てている。  
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令和２年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率審査意見 

 

第１ 審査の基準 

    川西市監査基準に準拠して実施した。 

 

第２ 審査の種類 

    健全化判断比率等審査（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3条第 1項及び 

第 22条第 1項） 

 

第３ 審査の対象 

令和 2年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率審査 

 

第４ 審査の着眼点及び主な実施内容 

 審査に付された健全化判断比率、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載 

した書類の審査に当たっては、各財政指標が法令等に規定する方法に基づいて適正に算

定されているか、また、財政指標の算定基礎となる書類等が適正に作成されているかど

うかを主眼として、関係諸帳簿及び証ひょう書類の抽出照査、関係職員からの説明の聴

取等を行った。 

 

第５ 審査の実施場所及び日程 

場所：監査委員室、監査委員事務局及び監査対象部局 

日程：令和 3年 8月 4日から同年 8月 25日まで 

 

 第６  審査の結果 

上記第 1 から第 5 までの記載事項のとおり審査した限りにおいて、審査に付された次

頁の健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類

は、いずれも法令等に準拠して作成されており、その算定はおおむね適正であるものと

認めた。 
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１ 健全化判断比率 

（1） 実質赤字比率及び連結実質赤字比率では、実質赤字額は生じていない。 

（2） 実質公債費比率は 9.3％で、早期健全化基準（25.0％）を下回っている。 

（3） 将来負担比率は 101.4％で、早期健全化基準（350.0％）を下回っている。 

 

２ 資金不足比率 

水道事業会計及び下水道事業会計では、資金不足額は生じていない。 

病院事業会計の資金不足比率は 8.9％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：％）

※1 － － － ※2 11.73 20.00
※1 － － － ※2 16.73 30.00

10.7 10.0 9.3 △ 0.7 25.0 35.0

117.5 107.9 101.4 △ 6.5 350.0

※1 － － － 
※1 － － － 

14.1 13.9 8.9 △ 5.0

※1 比率が算定されない場合は、「－」で表示している。

※2 財政規模に応じて毎年度算定が必要なため、２年度の基準を記載している。

元年度 ２年度  増減
(ﾎﾟｲﾝﾄ)

資金不足比率 経営健全化基準

健全化判断比率

実 質 赤 字 比 率

実 質公 債費 比率
将 来 負 担 比 率

水 道 事 業 会 計

20.0下 水道 事業 会計

病 院 事 業 会 計

　　　　　　　　　　健全化判断比率・資金不足比率　年度比較表

比率の名称 30年度 早期健全化基準 財政再生
基準

連結実質赤字比率
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Ⅰ  健全化判断比率及び資金不足比率の概要 
 

１ 健全化判断比率及び資金不足比率の算定概要 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率（同法第 2 条：実質

赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率）及び資金不足比率（同

法第 22条）の算定概要は、次表のとおりである。 

 

 

健全化判断比率のうち、いずれかが早期健全化基準あるいは財政再生基準以上の場合に

は、財政健全化計画あるいは財政再生計画を定めなければならない（将来負担比率のみ財

政再生基準は設けられていない）。 

また、地方公共団体が経営する公営企業についても、各公営企業ごとの資金不足比率が

経営健全化基準以上となった場合には、経営健全化計画を定めなければならない。 

 

 

 

 

早期健全化基準

財政再生基準

一般会計等の実質赤字額
財政規模に応じ

　11.25～15％
(2年度当市11.73％)

標準財政規模
（臨時財政対策債発行可能額を含む）

　20％

連結実質赤字額
財政規模に応じ

　16.25～20％
(2年度当市16.73％)

標準財政規模
（臨時財政対策債発行可能額を含む）

30％

実 質 公 債 費 比 率

25％

(3か年平均)

35％

350％

－

 資金の不足額
（経営健全化基準）

20％

事業規模 －

健全化判断比率及び資金不足比率の算定概要

比率の名称 比率の計算式

健 全 化 判 断 比 率

実 質 赤 字 比 率

連結実質 赤字 比率

（各企業ごとに算定）

      （地方債の元利償還金＋準元利償還金）  －
  　　      　  （特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る
                                                基準財政需要額算入額）

    　標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額を含む）
    　 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

将 来 負 担 比 率

       将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋
                   地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

     　標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額を含む）
     　 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

資 金 不 足 比 率
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２ 健全化判断比率及び資金不足比率の対象会計 

当市における健全化判断比率及び資金不足比率の対象会計は、次表のとおりである。 

 

 

一 般 会 計

用 地 先 行 取 得 事 業
特 別 会 計

中央北地区土地区画整理事業
特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業
特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 事 業
特 別 会 計

介 護 保 険 事 業
特 別 会 計

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

病 院 事 業 会 計

猪名川上流広域ごみ処理施設組合

丹波少年自然の家 事務 組合

兵庫県後期高齢者医療広域連合

兵庫県市町村職員退職手当組合

川 西 市 土 地 開 発 公 社

一 般 財 団 法 人
川 西 市 都 市 整 備 公 社

川 西 都 市 開 発 株 式 会 社

株 式 会 社 パ ル テ ィ 川 西

公 益 財 団 法 人 阪 神 北 広 域
救 急 医 療 財 団

社会福祉法人阪神福祉事業団

※　団体名は、令和3年3月末現在の名称で記載している。

健全化判断比率等の対象会計

一般会計

  一般会計等以外の
  特別会計のうち、
  公営企業に係る特
  別会計以外の特別
  会計

公
営
事
業
会
計

当市の該当会計

地方公社
・第三セクター等

※

法令等の区分

公
営
企
業
会
計

法適用企業

一部事務組合
・広域連合

一
般
会
計
等

  一般会計等に属
  する特別会計

実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

資
金
不
足
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

資金不足比

率は各企業
ごとに算定
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３ 財政規模 （健全化判断比率の分母） 

健全化判断比率では、各地方公共団体の財政規模を比較する数値として標準財政規模

〔地方財政法第 5 条の 3 第 4 項第 1 号に規定する標準的な規模の収入の額として政令で定

めるところにより算定した額（臨時財政対策債発行可能額を含む）〕が採用されており、

各比率の分母（実質公債費比率及び将来負担比率は、この額からそれぞれ元利償還金・準

元利償還金に係る基準財政需要額算入額を控除した額）となっている。 

標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額を含む）の年度別推移は､次表のとおりである。 

 

当年度の標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額を含む）は 318 億 3,448 万円で、前

年度に比べ 10 億 2,714 万円（3.3％）増加している。これは主に、臨時財政対策債発行可

能額が減少したものの、標準税収入額等が増加したためである。 

 

（1） 標準財政規模 

標準財政規模は、その地方公共団体の標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源

の規模を示す指標である。地方公共団体の財政規模を比較するに当たっては、国庫補助

金や地方債等の特定財源が含まれており単純に比較することが難しいため、これらの特

定財源を控除し、地方税や普通交付税などの通常経常的に収入されるであろう一般財源

の額で比較することが適当であるとして地方公共団体の財政の健全化に関する法律にお

いて採用されている｡ 

   （2） 臨時財政対策債発行可能額 

臨時財政対策債は、地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも

充てられる地方財政法第 5条の特例として発行される地方債で、地方交付税制度を通じ

て標準的に保障されるべき地方一般財源の規模を示す基準財政需要額を基本に発行可能

額が算定される。地方交付税として算定されるべき額の一部が、臨時財政対策債の発行

に振り替えられているもので、その元利償還金について後年度に交付税措置されるとさ

れている。 

 

 

 

 

 

 

30年度 元年度(b) 2年度(a) 増減(a)-(b) 増減率

28,189,906 28,727,960 29,862,414 1,134,454 3.9

　標準税収入額等 21,515,493 21,547,270 22,443,275 896,005 4.2

　普通交付税 6,674,413 7,180,690 7,419,139 238,449 3.3

2,451,483 2,079,378 1,972,073 △ 107,305 △ 5.2

30,641,389 30,807,338 31,834,487 1,027,149 3.3

(2)　臨時財政対策債発行可能額

合　  　計

標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額を含む）の年度別推移
（単位：千円、％)

区　　　分

(1)　標準財政規模
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Ⅱ 健全化判断比率の状況 
 

１  実質赤字比率 

(1) 実質赤字比率の概要 

実質赤字比率は、一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模（臨時財政対策債

発行可能額を含む）に対する比率であり、令和 2 年度当市の場合 11.73％が早期健全化

基準、20％が財政再生基準である。なお、当市における一般会計等の対象会計は、一般

会計、用地先行取得事業特別会計及び中央北地区土地区画整理事業特別会計である。 

 【計算式】              
                 一般会計等の実質赤字額 

実質赤字比率  ＝ 
                   標準財政規模 

               （臨時財政対策債発行可能額を含む） 

     ※ 実質赤字額 ＝ 繰上充用額 ＋（支払繰延額+事業繰越額） 

(2) 実質赤字比率の状況 

実質赤字比率の年度別推移は、次表のとおりである。 

 

当年度の一般会計等では実質赤字額が生じておらず、比率は算定されていない。 

実質収支額は 7億 5,627万円の黒字であり､前年度に比べ 3億 5,126万円（86.7％）増

加している。なお、黒字比率としては 2.37％となり、前年度に比べ 1.06 ポイント上昇

している。 

2年度決算における各会計別の実質収支額の状況は、次表のとおりである。 

 
 

（単位：千円・％）

30年度 元年度(b) 2年度(a) 増　減(a)-(b) 増減率

一般会計等の実質収支額
（△実質赤字額）

(A) 281,725 405,010 756,274 351,264 86.7

標準財政規模
（臨時財政対策債発行可能額を含む）

(B) 30,641,389 30,807,338 31,834,487 1,027,149 3.3

－ － －

   参考　（黒字比率）　（※1） (0.91%) (1.31%) (2.37%) (1.06ﾎﾟｲﾝﾄ)

  ※1　　実質赤字額がない場合、実質赤字比率は「－」で表示される。

                           実質赤字比率の年度別推移

実質赤字比率              (A)/(B)

区　　分

(単位：千円)

会　        計
歳入総額

(a)
歳出総額

(b)
差引額

(c)=(a)-(b)
翌年度へ繰り

越すべき財源(d)　（※1）

実質収支額
(c)-(d)

一 般 会 計 71,735,620 69,922,848 1,812,772 119,616 1,693,156

用 地 先 行 取 得 事 業 特 別 会 計 267,937 640,657 △ 372,720 175 △ 372,895

中央北地区土地区画整理事業特別会計 18,712 582,699 △ 563,987 0 △ 563,987

合　        計 72,022,269 71,146,204 876,065 119,791 756,274

※

                           一般会計等の実質収支額の状況（令和２年度決算）

 1　翌年度へ繰り越すべき財源 ＝  ①継続費＋②繰越明許費＋③事故繰越額＋④事業繰越額＋⑤支払繰延額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  －  ①～⑤に係る未収入特定財源

 会計間の重複額を控除した純計額で表示している。
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２  連結実質赤字比率 
 

(1) 連結実質赤字比率の概要 

連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足

額）の標準財政規模に対する比率であり、当比率は、地方公共団体が設けている各会計

を網羅するフロー指標である。令和 2 年度当市の場合､早期健全化基準は 16.73％（各団

体の財政規模に応じて毎年度算定）、財政再生基準 30％である。当市における対象会計

は、一般会計、特別会計（5会計）及び公営企業会計（3会計）である。 

なお、公営企業会計では、一般会計等でいう実質赤字の類似概念として資金不足額を

採用しており、この資金不足額は、地方公営企業法適用企業の場合、基本的に流動負債

の額が流動資産の額を超える場合において、その超える額と定義される。 

 

(2) 連結実質赤字比率の状況 

全会計の実質赤字額（資金不足額）を合計した連結実質赤字比率の年度別推移は、次

表のとおりである。 

 
 

【計算式】

連結実質赤字額

標準財政規模

（臨時財政対策債発行可能額を含む）

連結実質赤字比率 ＝

30年度 元年度(b) 2年度(a) 増減(a)-(b) 増減率

281,725 405,010 756,274 351,264 86.7

一般会計 281,725 405,010 756,274 351,264 86.7

用地先行取得事業特別会計 0 0 0 0 -

中央北地区土地区画整理事業特別会計 0 0 0 0 -

665,059 144,227 400,648 256,421 177.8

国民健康保険事業特別会計 375,325 56,639 46,362 △ 10,277 △ 18.1

後期高齢者医療事業特別会計 90,710 86,013 93,755 7,742 9.0

介護保険事業特別会計 199,024 1,575 260,531 258,956 16,441.7

6,517,624 6,733,120 6,898,167 165,047 2.5

法適用　水道事業会計 4,431,791 4,638,710 4,759,928 121,218 2.6

　 〃 　　下水道事業会計 2,656,482 2,555,545 2,453,616 △ 101,929 △ 4.0

　 〃 　　病院事業会計 △ 570,649 △ 461,135 △ 315,377 145,758 △ 31.6

7,464,408 7,282,357 8,055,089 772,732 10.6

30,641,389 30,807,338 31,834,487 1,027,149 3.3

－ － －

      　参考　（黒字比率）　（※） (24.36%) (23.63%) (25.30%) (1.67ﾎﾟｲﾝﾄ)

※　連結実質赤字額がない場合、連結実質赤字比率は「－」で表示される。

※　この表中の金額は、企画財政課が作成した健全化判断比率の算定基礎資料を転記している。

　     合　          計　               （A）＋（B）＋（C）＝（D）

  標準財政規模(臨時財政対策債発行可能額を含む)　  （E）

　　　　　連結実質赤字比率　    （D）／（E）

　ア　一般会計等以外の特別会計のうち、公営企業
    に係る特別会計以外の会計 （実質収支額）   （B）

　イ  公営企業会計 (資金剰余額・△資金不足額)        （C）

区　　      分

　一般会計等（実質収支額）           　　          　 （A）

（単位：千円・％）

　　　　　　　　　　　　　連結実質赤字比率の年度別推移
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当年度の当市全会計における実質収支額及び資金剰余額（又は資金不足額）の合計額は、

80億 5,508万円の黒字となり､連結実質赤字額は生じていない。連結実質黒字額は、前年度に比

べ 7億 7,273万円（10.6％）増加しているが、これは主に、公営企業会計の下水道事業会計（資

金剰余額）で 1億 192万円減少したものの、一般会計で 3億 5,126万円、介護保険事業特別会計

で 2億 5,895万円それぞれ増加したためである（公営企業会計における資金剰余額・資金不足額

の詳細は、15頁｢資金不足比率｣参照）。この結果、黒字比率としては 25.30％となり、前年度に

比べ 1.67ポイント上昇している。 

なお、国民健康保険事業、後期高齢者医療事業及び介護保険事業の特別会計については、制度

的に翌年度に精算行為が行われるが、実質収支額はそれらの精算行為を加味せず、あくまでも当

該年度末における収支の状況を算定しているものである。 

実質赤字比率で算定した一般会計、用地先行取得事業特別会計及び中央北地区土地区画整理事

業特別会計以外の 2年度決算における各特別会計別の実質収支額は、次表のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：千円)

歳入総額 歳出総額 差引額
翌年度へ繰り
越すべき財源

実質収支額

（a） （b） （c）=（a）－（b） （d） （c）－（d）

国 民 健 康 保 険 事 業 14,922,218 14,875,856 46,362 0 46,362

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 3,523,161 3,429,406 93,755 0 93,755

介 護 保 険 事 業 13,656,272 13,381,674 274,598 14,067 260,531

合　　  計 32,101,651 31,686,936 414,715 14,067 400,648

※　この表中の金額は、企画財政課が作成した健全化判断比率の算定基礎資料を転記している。

特別会計(一般会計等以外)の実質収支額（令和２年度決算）

会    　計
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３  実質公債費比率（３か年平均） 

 

(1) 実質公債費比率の概要 

実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規

模に対する比率であり、早期健全化基準は 25％、財政再生基準は 35％である。 

また、当比率は、地方財政法上、地方債協議・許可制度において許可を要する団体へ

の移行基準として用いられており、18％以上になると地方債許可団体に移行することと

なる。 

 

 

※ 1（Ｂ）準元利償還金〔ア～オまでの合計額〕       

ア  満期一括償還地方債について、償還期間を 30年とする元金均等年賦償還とした場合にお

ける 1年当たりの元金償還金相当額及び減債基金積立不足額を考慮して算定した額 

イ  一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち公営企業債の償還の財源に

充てたと認められるもの 

ウ  一部事務組合等への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充

てたと認められるもの 

エ  債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

オ  一時借入金の利子 

※ 2（Ｃ）特定財源 

国や都道府県等からの利子補給、貸付金の財源として発行した地方債に係る貸付金の元利償還 

金、公営住宅使用料、都市計画事業の財源として発行された地方債償還額に充当した都市計画税、

その他 

※ 3（Ｄ）元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費、災害復旧費等に係る基準財政需要額、 

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金及び準元利償還金 

※ 4（Ｅ）標準財政規模 5ページ参照 

 

 

　【計算式】　　

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ）

地方債の元利償還金
（繰上償還額等を除
く） +

準元利償還金

-
特定財源

+
元利償還金･準元利
償還金に係る基準
財政需要額算入額

（※1） （※2） （※3）

（Ｄ）

-
元利償還金･準元利
償還金に係る基準
財政需要額算入額

（※3）

（Ｅ）

標準財政規模
（臨時財政対策債発行可能額を含む）

（※4）

実質公債費比率
（3か年平均） ＝
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(2) 実質公債費比率の状況 

実質公債費比率（3か年平均）の年度別推移は、次表のとおりである。   

 

 

【2年度決算の状況（30年度～2年度までの 3か年平均）】 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実質公債費比率の年度別推移
(単位：％)

比　　率 30年度 元年度(b) 2年度(a) 増減(a)-(b)

実質公債費比率 （3か年平均） 10.7 10.0 9.3 △0.7ﾎﾟｲﾝﾄ

（
（Ａ)

元利償還金
（繰上償還額等

を除く）

＋ ）－ （
         （Ｃ)
元利償還金・準元

利償還金に充てら

れる特定財源

＋

        （Ｄ)
元利償還金・準元利

償還金に係る基準財

政需要額算入額

）

(単位：千円)

30年度 （ 5,889,039 ※1 ＋ 2,898,666 ） （ 2,155,539 ※1 ＋ 3,912,311 ） 2,719,855 ※1

元年度 （ 5,879,696 ※1 ＋ 2,846,313 ※1 ） （ 2,040,254 ※1 ＋ 4,062,758 ） 2,622,997 ※1

2年度 （ 5,714,874 ＋ 2,646,091 ） （ 1,968,845 ＋ 4,147,957 ） 2,244,163

（ 5,827,870 ＋ 2,797,023 ） （ 2,054,879 ＋ 4,041,009 ） 2,529,005
（ 5,835,640 ※3 ＋ 2,838,952 ※3 ） （ 2,082,828 ※3 ＋ 3,901,728 ） 2,690,036 ※3

（ △ 7,770 ＋ △ 41,929 ） （ △ 27,949 ＋ 139,281 ） △ 161,031

△ 0.1% △ 1.5% △ 1.3% 3.6% △ 6.0%

－

30年度 26,729,078

元年度 26,744,580

2年度 27,686,530

27,053,396
26,717,975

335,421

1.3%

30年度　※2

元年度 ※2

2年度

※1　

※2　

※3　

※4　

　　元年度平均（29～元年度の平均）は、修正後の数値である。10Pの増減及び11Pの対前年度（元年度）比較は、この修正後の
  平均で比較している。

　　※3により算定した修正後の元年度実質公債費比率は10.0％で、修正前(元年度算定時)と同率で、比率に影響はない。

　　企画財政課が2年度算定時に、30年度及び元年度の（A）（C）の一部を、元年度の（B）の一部をそれぞれ修正している。

　　単年度比率：　企画財政課が2年度算定時に、30年度及び元年度を修正している。
　　11Ｐの前年度（元年度）との比較は、修正後の比率で比較している。

　2平均 9.3

 元平均　※4 10.0

増減 △ 0.7

8.10561

増減 474,702 139,281

増減率 1.6% 3.6%

　

実質公債費
比率

（3か年平均）
9.3%

10.17564

9.80758

2平均 31,094,405 4,041,009

元平均 30,619,703 3,901,728

30,641,389

－

3,912,311

30,807,338 4,062,758

31,834,487 4,147,957

=

（Ｅ)
標準財政規模

（臨時財政対策債発行可能額を含む）

   （Ｄ)
　　元利償還金・準元利償還金に係る基準財

政需要額算入額

増減率

(Ｂ)
準元利償還金

－
2平均

元平均

増減
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当年度の実質公債費比率（3 か年平均）は 9.3％（早期健全化基準 25％）で、前年度

算定に比べ 0.7 ポイント低下（改善）している。これは主に、分母において、標準財政

規模（臨時財政対策債発行可能額を含む）の増により控除額を差し引いた額が 3 億

3,542万円（1.3％）増加したのに対して、分子では、控除額が 1億 1,133万円（1.9％）

増加し〔元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額で 1 億 3,928 万円

（3.6％）増、元利償還金・準元利償還金に充てられる特定財源で 2,794 万円（1.3％）

減〕、準元利償還金で 4,192万円（1.5％）減少したことにより、分子全体の実質的な公

債費の額が 1億 6,103万円（6.0％）減少したためである。 

分子の控除額である元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額の増は、

主に災害復旧費等に係る基準財政需要額の増によるものである。また、準元利償還金の

減は、主に公債費に準ずる債務負担行為に係るもの（キセラ川西推進事業に係る市都市

整備公社に対する補助金等）、及び一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認めら

れる負担金等（猪名川上流広域ごみ処理施設組合に対する負担金等）がそれぞれ減少し

たことによるものである。 

なお、単年度比率は 8.1％（小数点第 2位以下切捨て）で、前年度に比べ 1.7ポイン

ト低下（改善）している。これは主に、分母において、標準財政規模（臨時財政対策債

発行可能額を含む）の増により控除額を差し引いた額が 9億 4,195万円（3.5％）増加し

たのに対して、分子では、準元利償還金（公債費に準ずる債務負担行為に係るもの等）

で 2億 22万円（7.0％）、元利償還金（繰上償還額等を除く）で 1億 6,482万円（2.8％）

それぞれ減少したためである。 

当比率（3 か年平均）については、市中期財政運営プランにおいて、令和 7 年度に

7.5％まで低下するとしているが、阪神間各市と比較しても高い水準で推移しているこ

とから今後もその動きについて十分注視する必要がある。 
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４  将来負担比率 
 

(1) 将来負担比率の概要 

将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する

比率であり、350％が早期健全化基準となっている。 

赤字比率・実質公債費比率は、フローベースの財政負担を表す指標であるが、当比率

は残高（ストック）ベースでの財政負担を表す指標である｡当比率においても、実質公

債費比率と同様の考え方に基づいて、将来負担額に対する充当可能財源として都市計画

税が算入されている。 

 

【計算式】 

 

 

 

※1 (Ａ) 将来負担額〔ア～キまでの合計額〕  

    ア 当年度末における一般会計等に係る地方債の現在高  

    イ 債務負担行為に基づく支出予定額  

    ウ 一般会計等以外の特別会計に係る地方債の償還に充てるための一般会計等 

からの繰入見込額 

    エ 組合等が起こした地方債の償還に係る地方公共団体の負担等見込額  

    オ 退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額  

    カ 設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額  

    キ 組合等の連結実質赤字額相当額に係る一般会計等負担見込額  

※2 (Ｂ) 充当可能財源等〔ア～ウまでの合計額〕  

    ア 地方債の償還額等に充当可能な基金  

    イ 地方債の償還額等に充当可能な特定の歳入（地方債を財源とする貸付金の 

償還金、公営住宅の賃貸料、都市計画税の収入額等） 

    ウ 地方債の償還等に要する経費として基準財政需要額に算入されることが 

     見込まれる額 

   ※3 (Ｃ) 標準財政規模 

     5ページ参照 

   ※4 (Ｄ) 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

     9～10ページ参照 

－ (充当可能基金額＋特定財源見込額＋
地方債現在高等に係る基準財政需要
額算入見込額)

(Ａ)

将来負担額

(Ｂ)

充当可能財源等

(※4)

(Ｄ)

(※1) (※2)

元利償還金・準元利償還金に係る基
準財政需要額算入額

〔実質公債費比率(Ｄ)と同じ額〕

　標準財政規模
(臨時財政対策債発行可

能額を含む)

＝将来負担比率

(Ｃ)

－

(※3)
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(2) 将来負担比率の状況 

将来負担比率の年度別推移は、次表のとおりである。 

 

【令和 2年度決算の状況】 

 

 

（単位：％）

30年度 元年度(b) 2年度(a) 増減(a)-(b)

117.5 107.9 101.4 △6.5ポイント

比　率

将来負担比率

将来負担比率の年度別推移　　

標準財政規模　(Ｃ)
（臨時財政対策債発行可能額を含む）

(5ページ参照)

(単位：千円）

31,834,487

＝

(Ａ)　－　(Ｂ)

28,074,945

-

将来負担比率　

101.4％
元利償還金・準元利償還金に係る

基準財政需要額算入額(Ｄ)

(9～10ページ参照)
(Ｃ)　－　(Ｄ)

充当可能財源等　(Ｂ)

＝

-
将来負担額　(A)

105,689,762

4,147,957 27,686,530

77,614,817

 【(A)将来負担額】 （単位：千円）

30 72,035,359 14,462,102 7,433,939 2,454,277 7,884,819 53,916 104,324,412

元年 73,048,814 13,566,315 8,049,561 1,787,120 7,900,559 131,750 104,484,119

2年 73,047,423 12,494,782 11,179,520 1,125,864 7,725,244 116,929 105,689,762

増減 △ 1,391 △ 1,071,533 3,129,959 △ 661,256 △ 175,315 △ 14,821 1,205,643

増減率 △0.0% △7.9% 38.9% △37.0% △2.2% △11.2% 1.2%

 【(B)充当可能財源等】

うち都市計画税

30 7,121,048 16,055,888 12,961,524 49,729,920 72,906,856

元年 9,201,166 15,678,103 13,861,560 50,730,834 75,610,103

2年 8,747,442 15,885,389 13,291,880 52,981,986 77,614,817

増減 △ 453,724 207,286 △ 569,680 2,251,152 2,004,714

増減率 △4.9% 1.3% △4.1% 4.4% 2.7%

 【　(A)将来負担額　－　(B)充当可能財源等　】

30 104,324,412 72,906,856 31,417,556

元年 104,484,119 75,610,103 28,874,016

2年 105,689,762 77,614,817 28,074,945

増減 1,205,643 2,004,714 △ 799,071

増減率 1.2% 2.7% △2.8%

　　　　※　増減は「2年度－元年度」、増減率は「〔（2年度-元年度）/元年度〕×100」で算出している。

年度
将来負担額

合計 (A)

充当可能財源等

合計 (B)
差 引

(A)-(B)

年度 充当可能基金
充当可能特定歳
入

年度
地方債の現在
高

債務負担行為に基
づく支出予定額

公営企業債等繰
入見込額

将来負担額
　合 計（Ａ）

基準財政需要
額算入見込額

充当可能財源等
合　計　（Ｂ）

組合負担等見
込額

退職手当負担
見込額

設立法人の負債額
等負担見込額
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当年度の将来負担比率は 101.4％（早期健全化基準 350.0％）で、前年度に比べ 6.5ポ

イント低下（改善）している。これは、分母では、標準財政規模（臨時財政対策債発行

可能額を含む）の増により控除額を差し引いた額が 9億 4,195万円（3.5％）増加したの

に対して、分子では、将来負担額が 12 億 564 万円（1.2％）増加したものの、充当可能

財源等が 20 億 471 万円（2.7％）増加したことにより、分子全体（将来負担額－充当可

能財源等）が 7億 9,907万円（2.8％）減少したことによるものである。 

 

当比率の計算式に示されている「（Ａ）将来負担額」及び「（Ｂ）充当可能財源等」

の概要は、次のとおりである。 

 

(3) （Ａ）将来負担額〔 1,056億 8,976万円 〕 

当比率の算定における「（Ａ）将来負担額」は 1,056 億 8,976 万円で、前年度に比べ

12 億 564 万円（1.2％）増加している。これは主に、債務負担行為に基づく支出予定額

が 10 億 7,153 万円（7.9％）及び組合負担等見込額が 6 億 6,125 万円（37.0％）減少し

たものの、公営企業債等繰入見込額が 31億 2,995万円（38.9％）増加したためである。 

地方債現在高は 730 億 4,742 万円で、前年度に比べ、一般会計で 9 億 3,187 万円増加

したものの、中央北地区土地区画整理事業特別会計で 6 億 7,756 万円及び用地先行取得

事業特別会計で 2 億 5,569 万円減少している。一般会計における市債発行額が増加した

主な理由は、花屋敷団地建替事業などによるものである。 

 

(4) （Ｂ）充当可能財源等〔 776億 1,481万円 〕  

「（Ｂ）充当可能財源等」は 776億 1,481万円で、前年度に比べ 20億 471万円（2.7％）

増加している。これは、充当可能基金が 4億 5,372万円（4.9％）減少したものの、基準

財政需要額算入見込額が 22 億 5,115 万円（4.4％）及び充当可能特定歳入が 2 億 728 万

円（1.3％）増加したためである。 

基準財政需要額算入見込額は 529億 8,198万円で、主なものは、公債費 429億 3,678万

円及び保健衛生費 38億 724万円である。 

 

当年度の将来負担比率については、債務負担行為に基づく支出予定額や組合負担等見

込額が減少した一方で、病院事業において新病院建設のための企業債を発行した結果、

一般会計からの繰入見込額が増加したことにより将来負担額が増加したものの、当該企

業債の償還に係る基準財政需要額算入見込額が増加したこと等により充当可能財源等が

増加したことで改善している。 
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Ⅲ 資金不足比率の状況 
 

１ 資金不足比率（公営企業ごとに算定） 
 

(1) 資金不足比率の概要 

資金不足比率は、各公営企業ごとに算定した資金の不足額の事業の規模に対する比率

である。当比率において使用する資金の不足額は、地方公営企業法適用企業においては、

基本的に流動負債等が流動資産等を超える場合､その超える額としている。 

 
 

 

 

【計算式】

資金の不足額

事業の規模

    資金の不足額 ＝

    事業の規模 ＝ 営業収益の額　＋　指定管理者の利用料金収入の額　－　受託工事収益の額

 資金不足比率 ＝

【 流動負債の額　－　控除企業債等　－　控除未払金等　－　控除額　－  PFI建設事業費等 】

＋　算入地方債の現在高

－　【 流動資産の額　－　控除財源　－　控除額 】   （－ 解消可能資金不足額）

(単位：千円)

流動資産等
（※1）

流動負債等
（※2）

算入地方債の
現在高
（※3）

資金剰余額
(△資金不足額)

解消可能
資金不足額

（※4）

資金剰余額
(解消可能資金不足額を

加味した△資金不足額)

（a） （b） （c） （d）=（a）-（b）-(c) （e） （ｆ）＝（d）-（e）

水 道 事 業 5,135,146 375,218 0 4,759,928 0 4,759,928
下 水 道 事 業 2,744,635 291,019 0 2,453,616 0 2,453,616
病 院 事 業 237,221 552,598 63,480 △ 378,857 △ 63,480 △ 315,377

合　　計 8,117,002 1,218,835 63,480 6,834,687 △ 63,480 6,898,167

（単位：千円）

営業収益
指定管理者

利用料金収入 受託工事収益 事業の規模

（g） （h） （i） （j）=（g）+（h）-（i）

水 道 事 業 2,394,803 0 19,436 2,375,367                         -

下 水 道 事 業 2,333,000 0 0 2,333,000                         -

病 院 事 業 158,923 3,371,631 0 3,530,554 8.9%
合　　計 4,886,726 3,371,631 19,436 8,238,921

※  3　算入地方債の現在高 建設改良費・準建設改良費（地方債に関する省令第12条及び附則第8条に規定するもの）以外の経費の財源
に充てるために起こした地方債の当年度決算における残高から、当該地方債のうち流動負債として整理されて
いるものの現在高を控除した額

※  4　解消可能資金不足額 事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情がある場合において、資金
の不足額から控除する一定の額

※　1　流動資産等

※  2　流動負債等

流動資産の額　－　控除財源　－　控除額

流動負債の額　－　控除企業債等　－　控除未払金等　－　控除額　－  PFI建設事業費等

各公営企業会計の決算書を基に決算統計の数字を用いて算定している。

区分

             　　　　　　　　　　事業の規模（令和２年度決算）

〔公営企業会計〕

資金不足比率

　　　　　　　　　　　　　　　　　資金剰余額・資金不足額（令和２年度決算）

会　　計
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(2) 資金不足比率の状況 

公営企業会計（水道、下水道及び病院事業会計で、いずれも地方公営企業法適用企業）

における資金不足比率の年度別推移は、次表のとおりである。 

 

 

公営企業 3 会計のうち、水道事業で 47 億 5,992 万円、下水道事業で 24 億 5,361 万円の

資金剰余額が生じているが、病院事業においては 3 億 1,537 万円の資金不足額が生じてい

る。 

令和元年度より市立川西病院では指定管理者制度を導入したため、元年度以降の病院事

業における事業の規模（分母）には、国が定める算定方法の特例により、指定管理者利用

料金収入の額を加えることとなっている。 

病院事業の資金不足比率〔事業の規模に対する資金不足額の割合〕は 8.9％で、前年度

に比べ 5.0ポイント低下（改善）している。 

当年度の比率が対前年度 5.0 ポイント低下した要因は、比率の算定における事業規模

（分母）が指定管理者利用料金収入の増収により 2億 2,635万円（6.9％）増加し、資金不

足額（分子）についても、対前年度 1 億 4,575 万円（31.6％）減少（改善）したためであ

る。これは主に、分子の資金不足額の算定において、流動負債等では一時借入金の増

（2億円）と未払金の減（1億 7,631万円）で対前年度 2,368万円増加したものの、流動資

産等では、未収金の増（1億 8,798万円）等により対前年度 1億 6,944万円増加したことに

よるものである。 

当年度の市立川西病院の運営状況として、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響

に伴う受診控えにより、外来患者数については対前年度減となったものの、入院患者数に

ついては近隣病院での患者受入れ停止の影響等により、対前年度増となっている。また、

2 年 11 月には休床していた 4 階北病棟を再開し、更なる入院患者の受け入れにも対応して

いるところである。しかしながら、看護基準については 7 対 1 への回復には至らなかった

ため、早期の看護基準回復に至るよう指定管理者に対する積極的な指導・助言を行い、資

金不足比率の改善をより一層図られたい。 

引き続き、指定管理者と一体になって公的な急性期病院として安全で安心な医療の提供

に努められたい。 

（単位：千円）

区       分 会計名 30年度 元年度(B) 2年度(A) 増減(A)-(B)

水 道 事 業              －              －              －              －

下 水 道 事 業              －              －              －              －

病 院 事 業 14.1％ 13.9％ 8.9％ △5.0ポイント

水 道 事 業 4,431,791 4,638,710 4,759,928 121,218

下 水 道 事 業 2,656,482 2,555,545 2,453,616 △ 101,929

病 院 事 業 △ 570,649 △ 461,135 △ 315,377 145,758

水 道 事 業 2,967,179 2,937,291 2,375,367 △ 561,924

下 水 道 事 業 2,343,736 2,328,663 2,333,000 4,337

病 院 事 業 4,020,840 3,304,200 3,530,554 226,354

資金不足比率（※）
（資金不足額／事業の規模）

経営健全化基準20.0％

※　資金不足額を正の値として算定し、資金剰余額が生じている場合  「－」で表示している。

資金剰余額
（△資金不足額）

資金不足比率の年度別推移

事業の規模
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参考資料              阪神７市における比率の推移について 

阪神 7 市における実質公債費比率及び将来負担比率〔平成 28～令和元年度(川西市のみ

2年度まで)〕の推移は、次のとおりである。 

※ 総務省の「地方財政状況調査資料」等により作成 

       阪神 7市 :尼崎市、西宮市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、三田市、川西市 

 (1) 実質公債費比率 

 

(2) 将来負担比率 

 


